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こどもまんなか保健医療の実現に関する

プロジェクトチーム 会議



令和5年6月16日 閣議決定

令和6年1月1日 実施

こどもまんなか保健医療の実現に関するプロジェクトチーム 会議
令和5年6月6日

令和5年11月2日 閣議決定



骨太の方針こども家庭庁
こども基本法 こども大綱

トリプル改定

１）診療報酬

２）介護報酬

３）障害福祉ｻｰﾋﾞｽ等報酬

5疾病
・がん

・脳心臓血管

・糖尿病

・精神疾患

6事業
・救急医療

・災害医療

・へき地医療

・周産期医療

・小児医療

・新興感染症等

感染拡大時医療

■健やか親子21
1次 2001-2014
2次 2015-2024
■健康２１
1次 2000-2013
2次 2013-2024
3次 2024-2035



出生数 過去最少 過半数 子どもいらない

2023年出生数（速報値）

約 75万8000人
8年連続減少 過去最少

12年 早い政府想定

2015年 約100万5千人

（8年間で 約 25万人減）

将来 子どもを欲しくない

2020年 2023年

男 47.9％ 59.0％

女 39.6％ 51.1％

婚姻数49万組

ロート製薬妊活白書2023全国未婚男女
18~29歳400人インターネット調査

23.12.1-4

2０23年死亡数159万人



こどもの保健医療政策について日本小児科医会からの要望 2024.5 こどもまんなか
社会の実現を！

日本小児科医会は、
全てのこどもの生涯にわたるバイオサイコソーシャル・ウェルビーイングの向上を図るために
出生後から成人に至るまでの一貫した保健政策の充実と、保健・医療・福祉・教育等の一層の連携強化を要望します。

【要望①】ペリネイタルビジットの全国展開を！

【要望⑤】乳幼児健診を、伴走型相談支援の
「全親子を対象とした面談」の機会としても
明確に位置づけ、地域格差のない実施を！

【要望⑦】 3~4か月、9~10か月児健診の法定化実現を！

【要望⑥】 すべてのこどもに2か月児健診の実施の実現を！

いじめ認知件数
68万件
（令和4年度）

11年前の9.7倍

不登校
58万人
（令和4年度）

11年前の3.4倍

自殺
411人

（令和4年度）

11年前の2.0倍

☞ 心の小さなSOSをキャッチした学校が、地域の医療機関と
速やかに連携する体制の実現を！

☞ 不登校にて学校健診を受けていない児童生徒について、
学校が、保健センター及び地域の医療機関と連携して

心身の状況を把握する仕組の実現を！

☞ 予防接種の機会等を活用した、地域の医療機関における健診と、
性や妊娠に関する正しい知識の提供を含む

健康教育の実施の実現を！

☞ 医療機関に医療と教育を繋げるコーディネーターを配置し、
医療と教育との連携を円滑にする仕組の実現を！

☞ こどもの成長と保護者のメンタルを評価する大切な生後2か月健診を全てのこどもに！

【要望②】出産時の医療・保健・福祉連携強化のための
母子地域包括ケア病棟の実現を！

【要望⑫】予防のためのこどもの死亡検証(CDR)
の体制整備に関する法改正の実現を！

【要望⑪】母子保健、学校保健の情報について
一貫させたデジタル化を！

【要望④】小児科による産後ケア事業参画を支援する
仕組の実現を！

【要望⑩】乳幼児健診をはじめとした母子保健施策の
都道府県の役割の明確化の法定化実現を！

【要望③】新生児マススクリーニングの対象疾患の
更なる拡充を！

☞ 診療や健診、予防接種の際に、母子保健情報、学校保健情報を
共有できる仕組の構築を！

20疾患に加え、令和5年度より「重症複合免疫不全症」
「脊髄性筋委縮症」のスクリーニング開始

についてもスクリーニング検査の全国一律実施の実現を！

乳児家庭全戸訪問事業

1か月児健診（実施率31.1%）

2か月児健診（実施率7.6%）

3~4か月児健診（実施率99.1%）

9~10か月児健診（実施率77.8%）

1歳6か月児健診【法定健診】

3歳児健診【法定健診】

5歳児健診（実施率14.1%）

現在の伴走型相談支援における
出生後の全親子対象の「対面」支援は

乳児家庭全戸訪問のときの1回しかない

法定健診 2回
地方交付税措置されている任意健診 2回
健診支援事業(R6.1~)対象の任意健診 2回
小児科医会が重要視する2か月児健診の

少なくとも合計7回を、伴走型相談支援の
対面支援の機会としても位置づけ、「確実に」
全親子に対面支援の機会を継続して提供を！

【要望⑧】 5歳児健診のフォローアップ体制の充実を！
☞ 健診後のフォローアップを速やかに開始するために、多職種による相談体制の設置を！

【要望⑨】小児思春期保健の確立と学校保健との連携で
いじめ・不登校・自殺予防を！

COCOLOプラン
との連携

・先天性サイトメガロウイルス感染症 ・ライソゾーム病
・ペルオキシゾーム病 等の早期発見により治療可能な疾患

就学妊娠
出産

出生

☞ 地方交付税措置されるも、なお実施率の地域格差は残る。→法定化の実現を！
8 自治体にて

CDR体制整備モデル事業実施
（令和4年度）

☞ 全国にてCDRを行い、地域の状況に応じた
予防可能な死亡の再発防止措置を策定・実施し

安全で安心して暮らせる社会の実現を！





助かる命を助けるために（小児外科医の立場から）
こどもの外科的疾患の特徴と医療の現状

• 死亡原因は、新生児・乳児期は先天性・未熟性による疾患、幼児。学童期には不慮の事故、思春期には自殺が上位を占める。
• 新生児・乳児期には先天性・未熟性よる疾患が多く、診療（診断、治療・・手術、術後管理）に高い専門性が求められる。
• 年齢に応じて成長・長期予後を考慮した高難度手術とケアが提供できる施設は限られている。
• 全国的には必要な外科的治療を提供できる医療施設、外科医師数は充分でなく地域格差も存在する。

小児救急疾患・重篤な患者の医療体制構築（集約化と均てん化）
• 地域ブロック化による医療圏の整備。
• 医療施設の整備と小児期外科系医師の確保・育成。

救急疾患・重篤なこどもの搬送システムのインフラ整備とネットワークの強化
• 重篤な小児患者は、迅速に小児集中治療を提供できる施設へ搬送する。
• 搬送システムの存在が小児重症患者の予後を改善する。
• 小児救急部門を窓口とした地域小児救急医療システムのインフラ構築。

防ぐことができる子どもの事故を予防するための包括的な体制構築
• 子どもの死亡例の検証（CDR：Child Death Review）の普及。
• 子どもの死亡に関する全国規模データベースの構築。
• データに基づく、事故（傷害）原因と予防に関わる科学的検証。
• 事故にあった子どもの社会復帰
• 子どもを亡くした家族・同胞のケア
• 科学的根拠を基にした製品開発。

• CDRの法制化と全国展開のための事務局設置。
• 検証のための専門委員会（警察、消防、医療機関、リハビリ、領承

施設、児童精神、児童福祉など）の設置。
• 社会復帰にむけた検討委員会の設置・運営。
• 横断的長期的な視野に立った教育、福祉、家族への支援。
• 子ども、養育者そして学校などへの効果的な事故（傷害）予防教育

の提供の事業化。
• 予防対策の推進製品開発のための法令整備。

• 小児期外科系医療拠点施設の整備、小児救急患者の搬送体制の構築。
• ドクターヘリ、ドクターカーが連携した広範囲搬送システム。
• MC協議会（行政、消防、医師会、医療機関の搬送システム）への

小児外科医の参加
• 小児救急患者搬送システムの運営・維持に必要な人材育成。

• 全ての地域に小児期外科系医療の拠点施設整備と医師の適正配置。
• 小児期外科系医師の育成できる卒前・卒後教育、研修制度の構築。
• 外科医が享受できるインセンティブと労働環境整備。

要望施策現状の問題点と必要なもの

日本小児期外科医関連学会協議会



各国におけるこどもの健診状況

令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事業報告より



ぼくたち、わたしたち

よろしくおねがいします！


